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は じ め に

日本にも教員免許更新制がいよいよ導入され

る。筆者は、教員免許更新制の実施には、反対

の立場を取ってきた。その主な理由は、教員免

許更新制を実施しなくても、教員としての資質

を向上させる方策は他にもあるという点、費用

対効果を考えてみても、少人数クラスの実施等

の至急対策が必要な他の事項のために、お金を

使った方が良いと考えられる点、これ以上教員

に負担を強要しては、ますます教育力が低下す

る可能性がある点等１） が挙げられる。しかし、

教員免許更新制の実施は、現時点（平成２０年２

月）では、まだ細かい点は確定していないこと

も多いが、平成２１年４月から実施の予定となっ

ている。実施に反対と言っても、実施すること

になれば、少しでも教育力向上につなげていけ

るものになることを願っている。よって、この

稿ではこの教員免許更新制を少しでも効果的な

ものにするために、どのようなことに留意しな

ければならないのかということを提示したい。

１.　教員免許更新制の概要

文部科学省のホームページ掲載の「教員免許

更新制の概要について」には、「平成１９年６月の

改正教育職員免許法の成立により、平成２１年４

月より教員免許更新制が導入されることになり

ました。」と記述がある。以下に同概要から、教

員免許更新制の導入に関する記述を引用する。

　

○目的

その時々で教員として必要な資質能力が

保持されるよう、定期的に最新の知識技能

の修得を図り、教員が自信と誇りを持って

教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ること

を目指す。

　○教員免許状（平成２１年４月１日以降に授与

されたもの）の有効期間

・普通免許状及び特別免許状に１０年間の有効

期間を定める。

○有効期間の更新

・免許状の有効期間は、その満了の際、申請

により更新することができる。

・免許管理者（都道府県教育委員会）は、最

新の知識技能の修得を目的とする免許状更

新講習を修了した者等について、免許状の

有効期間を更新する。

・災害その他やむを得ない事由があると認め

られる場合には、有効期間を延長できる。
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○施行前（平成２１年３月３１日までに）授与さ

れた免許状を有する教員の取扱い

・施行前に授与された免許状を有している教

員は、１０年ごとに免許状更新講習を修了し

たことの確認を受けなければならない。

・講習を修了できなかった者の免許状は、そ

の効力を失う。

　

これ以上の細かい点に関しては、文部科学省

のホームページで確認していただくとして、こ

の教員免許更新制の目的を読めば、不適格教員

排除のための制度ではなく、教員として必要な

資質能力の保持のために実施されるように見え

る。実際に、中央教育審議会で議論されていた

時には、「今後の教員養成・免許制度の在り方に

ついて（答申）」（平成１８年７月１１日）の導入の

基本的性格のところの記述にもあるように「更

新制は、いわゆる不適格教員の排除を直接の目

的とするものではなく、教員が、更新後の１０年

間を保証された状態で、自信と誇りを持って教

壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ていくという

前向きな制度。」とされていたのである。（cf. 苅

谷［２００７］）

ところが、教育再生に関する特別委員会で

は、主旨が異なるものとなってしまった。その

第１回会議で、伊吹文部科学大臣は次のように

述べている。

　

学校教育の成否は教員の資質、能力に負う

ところが大きく、教育基本法の改正を踏ま

え、教員全体への信頼を高め、全国的な教育

水準の向上を図ることが重要であります。

このため、教員が、社会構造の急激な変化

等に対応して、最新の知識、技能を身につけ、

自信と誇りを持って教壇に立ち、社会の尊敬

と信頼を得られるようにする必要がある一

方、指導が不適切な教員に対しては、厳格な

人事管理の実施を通じて毅然と対応する必要

があります。

　この法律案は、このような観点から、教育

職員の免許の更新制の導入及び指導が不適切

な教員に対する人事管理について、必要な事

項の制度化を図るものであります。

（「教育再生に関する特別委員会」平成１９年４

月１８日議事録より）

　

つまり、この説明を読めば、教員免許更新制

は不適切な教員に対して、排除する機能を持た

せるという方向に変わってしまったことが分か

る。最初は、前向きな制度ということで、ス

タートしたように思えたが、最終段階で、不適

切な教員の排除に使用するということが述べら

れ、法案が通過してしまった。これでは、最初

からやはり教員免許更新制は、不適格教員の排

除が一番の目的だったのだと取られても仕方が

ないであろう。しかも、不適格教員の排除に関

しては、「教育公務員特例法」の改正により、

任命権者は不適格教員を免職させることも可能

となった。（文部科学事務次官による平成１９年

７月３１日付の「教育職員免許法及び教育公務員

特例法の一部を改正する法律について（通知）」

参照。）

つまり、不適格教員の排除は、教員免許更新

制がなくても可能であり、もし、不適格教員の

排除のために教員免許更新制が必要だという主

張があるとすれば、間違った主張と言えるであ

ろう。筆者は、前述のように教員免許更新制の

導入には、反対であるが、実施ということにな

れば、各教員が教員免許更新制の研修に積極的

に参加したいと思えるような制度にするべきで

ある。不適格教員がいることは確かであるが、

多くの教員は、一生懸命努力をしている。不適

格教員排除のために、全教員が貴重な時間とお

金を使わなければならないとしたら、教育力は

向上どころか低下してしまうであろう。

２.　教員免許更新制の実施のための課題

教員免許更新制の実施にあたり、少しでも実

りあるものにするためには、クリアしなければ

いけない課題も多い。このセクションでは、以

田　中　　　誠
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下の５つの項目に絞って議論を進めていきた

い。

①　講習時間の確保　

②　講習先の確保

③　免除者の選択基準

④　費用の確保

⑤　現行の研修との関係

　２.１　講習時間の確保

人間の能力には限界があり、教員免許更新制

のために費やされる教員一人ひとりの時間は、

結局、生徒とのふれあいの時間や教材研究の時

間が縮小することで、捻出されるのではない

か。大きな不安がつきまとう。

図１と図２は、平成１７年６月に文部科学省が

公表した「『義務教育に関する意識調査』結果

の速報について」より借用したものである。

図１と図２から見て取れるように、一般教員

の忙しさは顕著なものがある。さらに、実態が

理解しやすいように、江利川（２００６）の記述を

引用する。

　

文部科学省は近く４０年ぶりに教員の勤務実

態を調べる予定だが、２００６年４月の試行調査

で驚くべき実態が明らかになった。中学校教

員の超過勤務時間が、自宅への持ち帰り業務

を含めると、月平均８８時間３２分にも達してい

るのである。残業が多いとされる製造業の５

倍にあたる。

厚生労働省の指針では、超過労働は月４５時

間以上が「健康破綻ライン」で、くも膜下出

血や心疾患などの危険性を高める。月平均８０

時間以上は「過労死ライン」である。つまり、

平均的な教員は過労死線上で働いていること

になる。

（p. ４１）

　

これは、決して大げさな数字ではない２）。筆

者は県立高校での英語の教諭経験があるが、月

１２０時間以上は超過勤務をしていた。そのため

に、体調をこわして入院を余儀なくされた経験

がある。このような状況の中で、教員免許更新

制のために費やされる教員一人ひとりの時間

は、どうやって、確保すればよいのか。学校の

実情を知らない人々は、夏休みがあるではない

かと言うかもしれない。夏休みは、生徒は休み

でも教師は休みではない。教員免許更新制の導

入前から、様々な研修が行われているし、部活

動の指導や補習などで多くの時間を取られてい

るのである。ちなみに、筆者は高校教諭の時に

は１年３６５日のうち、仕事をしなかった日は１０

日程度である。部活動の指導や補習に生徒指導

と休みを返上して努力していたが、筆者だけが

特別ではなかった。多くの教員は多かれ少なか

れ、自分の時間を犠牲にして、生徒のために努

力をしているのである。

効果的な教員免許更新制
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図１　教員の勤務の状況　①職務の忙しさ



この教員免許更新制のおかげで、恩恵を被る

のはいったい誰なのだろう。生徒のためになる

教員免許更新制にするためには、現在の教員の

仕事負担量をどうにかして減らす必要がある。

現在の仕事負担量を維持したまま、教員免許更

新制が導入されれば、結局、人間の能力には限

界があるので、最も大事な生徒とのふれあいの

時間が削られ、いじめや不登校の問題に気づく

のが遅れ、生徒との信頼関係を築くことができ

ず、クラス運営がうまくいかないといった悪循

環になってしまう。また、教材研究の時間も縮

小せざるを得ず、生徒の興味関心を引き出すよ

うな授業ができなくなってしまう。現場の教師

の悲鳴が聞こえてきそうである。

具体的にどの仕事量を減らすのかに関して

は、教員免許更新制のスタートまでに十分に議

論をする時間的な余裕がないが、少人数クラス

の導入等のための人員の増加や教員が作成しな

ければならない事務関係の書類の削減等があげ

られると思う。これらには、当然のことなが

ら、予算措置が必要である。良い教育を提供す

るためには、金銭的な援助が不可欠なのであ

る。予算を縮小しなければならないので、人は

増やせないということであれば、生徒のために

なるからあれもこれもやって下さいと言われて

も、ますます事態は悪化してしまう。すでに多

くの教員が過労死線上で仕事をしている状況

で、うまく教員免許更新制が機能するはずはな

いのである。一部の不適格教員の排除のため

に、一生懸命努力している多くの教員が、理想

的な教育を提供するのが難しくなるような事態

は、絶対に避けなければならない。

　２.２　講習先の確保

講習先の確保も大きな問題の一つである。年

間約１０万人の教員が免許更新の講習を受講しな

田　中　　　誠
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図２　教員の勤務の状況　②勤務について感じること（「とても感じる」「まあ感じる」の合計）



ければならないとなると、質と量のバランスが

難しくなるであろう。文部科学省のホームペー

ジの教員免許更新制に関する「国会における主

な論点について」の記述によると、銭谷初等中

等教育局長は次のように答弁している。

　

免許更新講習を開設する主体についてのお

尋ねでございますけれども、教員免許は、大

学での国の定めた基準に基づく所要の単位取

得を前提に授与しているものでございますの

で、免許更新講習の主たる開設主体も、教員

養成課程を有する大学、これがやはり中心に

なるというふうに想定をいたしております。

ただ、御案内のように、いわゆる教員養成

課程以外で教員養成を行っている、教職課程

として認定を受けている大学も八百以上ある

わけでございますので、教員養成課程ではご

ざいませんけれども、教職課程として認定を

受けている大学も免許更新講習の主体にはな

り得ると思っております。

　

つまり、教職課程を持つ大学側にお願いした

いということであるが、講習の開設は各大学の

判断で申請することになっており、十分な数が

確保できるかが大きな問題である。また、質の

点でも年間１０万人の数に対応するだけの質の高

い開設者を確保することは容易なことではな

い。しかも、準備期間が短すぎる。平成２１年度

からスタートするのに、この短い準備期間で効

果的な講習の準備ができるのかは非常に大きな

問題である。

やると決まったからには、貴重な時間を費や

して、時間の無駄であったというようなことが

ないように、講習の開設者は最大限の努力をし

なければならない。

　２.３　免除者の選択基準

教員免許更新制の講習の免除者の選択基準も

大きな問題である。銭谷初等中等教育局長は、

免除者の選択基準について以下のように国会で

答弁している。

　

その場合、最新の知識、技能があると認め

られる者というのが一つの判断基準になろう

かと思いますけれども、今考えておりますの

は、優秀教員として表彰をされた方、校長、

教頭等教諭を指導する職にある方、そして、

今お話がございました勤務実績を勘案して受

講する必要がないと認められる方、こういう

方を今想定しておりますが、例えば、勤務実

績が良好であることによって受講を免除すべ

き者としてどういう方がいるのかということ

でございますけれども、例えば、教諭ではあ

るけれども更新講習のむしろ講師をしている

方とか、そういったような人は対象になり得

るのかなと考えておりますが、これは関係者

の納得が得られる免除の基準というのを今後

きちんと検討していくことになろうかと思っ

ております。

（平成１９年５月２９日の国会答弁［第１６６回通常

国会議事録］より）

　

つまり、まだ決まっていないのである。この

答弁にもあるように「関係者の納得が得られる

免除の基準というもの」をクリアにしていかな

ければならないが、その基準が決まったにして

も、それを査定するのは感情を持った人間であ

り、このことが、現場の教員がのびのびと教育

に専念することの妨げとなる可能性がある。つ

まり、またしても、教員の管理強化の道具の一

つになる可能性がある。基準も査定も公正なも

のとなるように運営していかなければならな

い。

　２.４　費用の確保

教員免許更新制にかかる費用の確保も大きな

問題である。真っ先に問題になるのは、教員免

許更新制のための講習の受講料の負担を誰がす

るのかということである。現段階では、現職教

員の講習費用負担については個人負担というこ

効果的な教員免許更新制
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とである。しかしながら、費用負担の軽減のあ

り方については、今後検討されることになって

いる。この点に関しては、今後の動向に期待し

たい。講習を公の教育のために行うのであれ

ば、公費である程度負担するのが当然であろ

う。現職教員の負担ができるだけ軽くなるよう

に配慮すべきである。

教員の経験者なら誰でも理解できると思う

が、教員は児童・生徒のため、教育力向上のた

め、教材・教育機器の購入のため等にかなりの

額のポケットマネーを毎年出している。それに

加えて、後から押しつけられたような、教員免

許更新制のための講習費の負担ということにな

れば、教員のモチベーションに影響が出るであ

ろうし、不公平感は否めない。

費用の確保が必要なのは、講習費だけではな

い。この教員免許更新制には、莫大な事務処理

が必要となる。そのための人件費、事務機器等

の備品、通信費等もかかる。結局、限られた予

算内で運営しようとすると、本来行うべき仕事

が疎かになってしまうことは容易に想像がつ

く。

日本の教育費の国の歳出に占める割合は、

OECD 報告によると、国内総生産比でみた場

合、教育機関への公的支出は非常に低く、加盟

国の中で最下位争いをしているのが現状であ

る。江利川（２００７）も、「十分な予算措置を伴

わない『改革』が危機を拡大させている」と的

確に指摘しており、日本の貧弱な教育予算を危

惧している。教員免許更新制に関しても、費用

の確保が困難なことは、明白であろう。教員免

許更新制実施のためには、適切な予算の確保が

前提であることは言うまでもない。

　２.５　現行の研修との関係

そもそも、教員免許更新制など導入しなくて

も、日本には教員のための様々な研修制度があ

る。この研修制度をもっと活用すべきであると

筆者は考える。特に１０年経験者研修に関して

は、時期的にも、内容的にも重なる部分が多く

なることが予想される。うまく統合できるとこ

ろは統合して、少しでも効果的な研修になるよ

うに、最大限の配慮をすべきである。しかし、

文部科学省のホームページの教員免許更新制に

関する「国会における主な論点について（第１６６

回通常国会 議事録〈抜粋〉）」等を見る限りにお

いては、教員免許更新制のための講習と１０年経

験者研修は別物であるという認識のようであ

る。しかしながら、「今後の教員養成・免許制度

の在り方について（答申）」の採用、研修及び

人事管理等の改善・充実の項目では、「１０年経験

者研修は、法定研修として引き続き存続させる

ものの、更なる指導力の向上や、得意分野づく

りに重点を置いた研修としての性格を明確にす

るとともに、実施時期や研修内容を柔軟化の方

向で見直すことが必要。」と明記してある。答申

通りに、見直しが行われ、その見直しの際に、

教員免許更新制とうまく統合して、効果的な研

修になることを期待している３）。

そして１０年経験者研修以外でも、もっと教員

のための様々な研修を教員免許更新制のための

講習として、認めていくような方法を考えるべ

きである。そもそも、この免許更新制は、アメ

リカの多くの州で行われていることをモデルに

日本でも必要であるという認識のもと、実施の

検討がなされたのではないのか。アメリカの免

許更新制においては、様々な研修等が教員免許

更新制のための講習として認められているとい

う事実は、日本の教員免許更新制のための講習

を考えた人たちは、知っていたはずだと思う。

それなのに、なぜ、通常の研修では、教員免許

更新のための要件にならないのか、理解に苦し

む。今後の改善がぜひ必要である。

３.　アメリカの事例

　３.１　アメリカの教員免許更新制

杉田（２００７）では、アメリカのテキサス州、

イリノイ州、ケンタッキー州の事例を挙げ、ア

メリカの教員免許更新制は、現在日本で進めら

れようとしているものよりも、柔軟性があるこ
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とを示し、アメリカのように「教育諸活動を重

視し単位や時間の認定がなされることを期待し

たい」と述べている。筆者も同意見である。

ここでは、サウスカロライナ州の教員免許制

度の事例について、教員免許更新の講習に絞っ

てみていきたい。様々な選択肢が用意されてい

ることを確認するために、以下に Anderson 

School District Five の教員免許更新のガイド

ラインの一部を引用する。

この表を見ても分かるように、日本の制度の

ように３０時間の講習を受けて下さいという種類

のものではないことは一目瞭然である。それぞ

れのオプションの中から自分で選んで教員免許

更新のためのポイントを集めることができる仕

組みになっている。以下に簡単に各オプション

でポイントを得るための内容をまとめておく。

１の College Credit は、認定を受けた大学で

単位取得のために受講し、一定以上の成績を取

得した場合に与えられる。

２ の State Department of Education Cer-

tificate Renewal Course は、州の教育省が認め

た教員免許更新のためのコースを受講したもの

に与えられる。

３ の District Point Plan for Certificate Re-

newal は、州の教育委員会により認められた免

許更新のための専門性を高めるためのポイント

計画の範囲内で獲得できるものであったが、

２００５年の夏まででなくなったので、同ガイドラ

インの詳細の部分では×印がついている。

４の Publications は、教育関連の出版物や

教育の専門誌に執筆したものが掲載されること

で得られるものである。

５の Instruction は、大学の授業を担当した

場合、正式な学会等での発表、ワークショップ

やセミナー等での指導により与えられる。

６の Professional Training は、教員の専門

分野に関連する専門教育、例えば、科学実験の

仕方の勉強会、Math�To�Go と呼ばれている

効果的な教員免許更新制
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Options for Obtaining Renewal Points
Renewal points may be earned by participating in activities in one or more of the options listed 
below.　For each option there is a maximum number of points allowed toward certificate renewal 
during a renewal cycle.　For example, a licensee may have accrued 70 total hours in approved 
workshops（Option 10）but will only be allowed to apply 60 of those points toward his/her 
recertification. Also, carryover of points from one renewal cycle to another is prohibited. For 
example, a licensee may have accrued 150 recertification points over the five�year renewal cycle；
however, the licensee may not carry forward the additional 30 recertification points into the next 
renewal cycle. . . .

Maximum  PointsOption

120College Credit1

120Stale Dept. of Education Certificate Renewal Course2

120District Point Plan for Certificate Renewal3

60Publications4

60Instruction5

120Professional Training6

60Professional Assessor/Evaluator7

60Mentorship, Supervision, or Instructional Coaching8

60Educational Project, Collaboration, Grant, or Research9

60Professional Development Activity（Non�CEU Credit）10

120Professional Development Activity（CEU Credit）11

（p. 2）



数学の教授法の勉強会等に参加することで与え

られる。

７ の Professional Assessor/Evaluator は、

専門的な査定者/評価者（トレーニングを受け

た証明書や、認定書をもつ者）が、国または州

に是認された認定、査定、または評価を行う

チームの一員になった場合に与えられる。例え

ば、校長を査定したり、外部評価のチームの評

価者となった場合等により与えられる。

８ の Mentorship, Supervision, or Coaching 

は、教育実習生の指導、同僚の教員の指導、ア

ドミニストレーターの指導等をおこなった場合

に与えられる。

９ の  Educational Project, Collaboration, 

Grant, or Research は、教育機関によって認め

られた教育的なプロジェクト、共同研究、国の

補助金を得るための書類作成とその実行、個々

の研究等により与えられる。

１０の Professional Development Activity

（Non�CEU credit）continuing education 

units は、CEU（生涯学習のための単位）でな

いもので、教員の免許状の分野に結びついてお

り、かつ雇用されている教育機関の目標と関連

するもの、またはそのいずれかのための専門的

な向上のための学会やワークショップ等のため

に与えられる。

１１の Professional Development Activity

（CEU credit）continuing education units は、

CEU（生涯学習のための単位）のためもので、

教員の免許状の分野に結びついており、かつ雇

用されている教育機関の目標と関連するもの、

またはそのいずれかのための専門的な向上のた

めの学会やワークショップ等のために与えられ

る。

以上のように、様々な教育諸活動を通して教

員免許更新のためのポイントが獲得できる仕組

みになっており、現実的かつ不公平感の少ない

制度となっている点を見れば、日本が行おうと

している制度とは、根本的に違う別の制度にす

らみえる。日本の教員免許更新制が、これ以上

の教員の負担を増やさないためにも、アメリカ

の制度に学ぶべき点は多いと思う。

　３.２　アメリカの大学院の授業形態の一例

筆者は、アメリカの Troy State University

（現 Troy University）の大学院でアメリカ人の

教師たちと一緒に Educational Leadership を

専攻して学んだ経験がある。ここでの学びは、

もちろん、教員免許更新制のための講習として

みなされるので、on campus の授業でのクラス

メートの半数は、現役のアメリカ人の教員で

あった。そこでの授業の形態は、①通常の on 

campus の授業、② Distance Learning と呼ば

れる遠隔授業、③ Directed Reading と呼ばれ

る遠隔授業、というように３種類に分かれてい

た。②の Distance Learning は、日本で言う通

常の通信教育のようなものだと理解していただ

きたい。開講される学期も on campus の授業

とは日程が異なるので、履修登録の時期等も異

なっていた。③の Directed Reading とは、②

の Distance Learning と実際の授業内容は、ほ

とんど変わらなかったが、学期 は on campus 

の授業と同じ日程であった。最初から、Direct-

ed Reading で開講される授業もあるが、on 

campus の授業の予定科目でも、履修登録者

数が６名未満の場合には、自動的に Directed 

Reading の授業に切り替わるシステムになっ

ていた。

②、③の遠隔授業の方法に関しては、様々な

ものがあった。以下に参考までに例を挙げてお

く。

　

・電子メールで指示が届き、それに基づき課

題をこなしていく。

・インターネット上の掲示板を使用し、他の

学生のレポートを閲覧し、意見交換する。

・上記の意見交換を担当教授がチェックし、

コメントを学生にフィードバックする。

・時間を指定し、受講者と担当教授が一斉に

インターネットのチャットに参加し、質疑
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応答を行う。

・オンラインのインターネット図書館が莫大

な量のデータを供給してくれるので、それ

を利用して、調べものをする。

・遠隔授業ではあるが、近隣の学生同士のグ

ループワークの指示が出ることもある。

・不明な点はすべて、電子メールで担当教授

とやりとりをする。

・テストは、答案を電子メールで送る形式と、

試験監督をつけての教室での試験と２種類

がある。

　

このような授業形式は、離島の教職員等のよ

うに、遠隔地にしか講習会場がない場合は、日

本の教員免許更新制の講習でも活用ができると

思われるが、全ての地域で積極的に活用すべき

だと考えている。

　３.３　アメリカの制度の日本への適用

日本における教員免許更新制の講習は、アメ

リカの場合と違い、日頃の研修を教員免許更新

のための必要時間数に組み入れることができな

い。なぜ、このようなことが起こるのか理解に

苦しむ。日頃の研修等こそ、講習時間に入れる

ことができるようなシステムを検討すべきであ

る。

また、遠隔授業を積極的に推進していくべき

である。３０時間もの講習を全て講習会場に出か

けていって受講することは、あまりにも負担が

大きすぎる。アメリカのような遠隔授業で講習

を受けることができれば、講習の開設者にとっ

ても、受講者にとっても利益となるであろう。

今後は、効果的な遠隔授業の方法の研究が必要

となってくる。

年間１０万人とも言われる免許更新の対象教員

のために、教職課程を持つ大学の多くが、講習

を行うことになるが、これは大学側にとって

も、大きな負担である。１０万人分の授業を遠隔

授業なしに、提供していくことは困難だと思わ

れる。遠隔授業なしでは、最初の数年は何とか

なるかもしれないが、毎年、続いていけば、教

職課程を持つ大学も疲弊していき、講習の質の

低下にもつながりかねない。

全てアメリカ型にすべきであるとは、筆者は

もちろん考えていないが、参考にすべきところ

は、参考にして、より効果的な教員免許更新制

になるように努力をする必要がある。

４.　結　び

世界的に見ても実施例の少ない教員免許更新

制の導入が行われるにあたり、現在、様々な問

題提起がなされてきている。筆者は、冒頭でも

述べたように教員免許更新制には、反対であ

る。しかし反対とはいえ、実施されるとなれ

ば、参加してくる教員も、貴重な時間を割いて、

講習にくるのであるから、実りの多いものにし

なければならない。そのためには、効率的な遠

隔授業の実施のための研究がなされなければな

らないし、これまで行われてきた様々な研修も

できるだけ、教員免許更新制のための講習とし

て、認められるようにしてもらいたい。そし

て、講習内容も、教職課程を持つ大学で受講し

た方がいいもの、遠隔授業で学べるもの、教育

委員会等が開く研修等で学べるものと様々な選

択肢を用意し、実施までの時間は非常に限られ

ているが、できるだけ、教育現場の声が活かさ

れるような講習になることを期待している。

注

１）この議論に関しては、苅谷＆増田（２００６）の小

学校での英語教育議論でのポジティブリストとい

う考えがここでも当てはまると思う。以下にその

部分を引用する。

　ポジティブリストにどんどん足していって

本当になんでもできるようになるんだった

ら、延々とリストを長くしていけばいい。

だったらすばらしい教育ができますよ。とこ

ろが、現実には子どものキャパシティの問題

もあるし、教える側のキャパシティの問題も

ある。いろんな制約がある中で、リストにど

んどん足したって、必ず何かはみ出してく

る。僕らの仕事だってそうでしょう。あれも

効果的な教員免許更新制
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やりたい、これもやりたいと思ったって、一

つ別の仕事を入れたら、どこかにシワ寄せが

いって、ほかのことをやる余裕は減るじゃな

いですか。大人はみんな知ってますよね。

（pp. ４５�４６.）

　教員免許更新制もアメリカがやっていて、良さ

そうだということで現行制度にプラスしていけ

ば、どこか他の部分にしわ寄せがいくのは当然で

あろう。

　また、陰山（２００５）の記述も参考になる。少し

長くなるが引用する。

　今までいろいろな教育危機のとき、教師は

いろいろなことを考え、その危機を克服して

きました。しかし、総合学習だ、小学校から

英語だ、情報教育だ、選択教科だと、近年や

らなければいけないことはおそろしく増えま

した。そして、それらは今までまったくな

かったことが多いのが特徴です。……その結

果教師は疲れきっているのです。

　今まで明らかにしてきたように、社会環境

の悪化から来る家庭の教育力の低下、そして

行財政の悪化から来る教育費の低下、この板

挟みの中でも、義務教育費の国家負担のもと

生活の心配をしないですむことで、教師のや

る気は維持されてきました。

　そして教師の協力によって、何とかしのい

できました。けれど、教職員の評価制度や免

許の更新制によって、むしろチームワークが

崩れ、教師の中にあった使命感が急速に低下

してこないか、そして完全に燃え尽きてこな

いか、心配なのです。（p. １７８）

２）森（２００７）には、福井県の中・高の英語科教師

１０８名（中学校６０名、高校４８名）の勤務実態とメ

ンタルヘルスに関する調査結果が記述されてお

り、それをみると事態の深刻さがうかがえる。以

下に、一部引用する。なお、引用中の SDS とは抑

うつ状態を定量的に測定するための手法の Self�

rating Depression Scale のことである。

　SDS 値を男女別に分析すると、４０未満の問

題なし群は男性４６.７％、女性３７.３％、SDS ４０

から４９までの軽度抑うつ群が男性３３.３％、女

性５２.５ ％、SDS が５０以上の中度抑うつ群は

男性２０.０ ％、女性１０.２％であった。女性の５

割が軽度抑うつ群であり、全体的な抑うつ度

は非常に高い。また、中度抑うつ群は男性が

女性の約２倍もおり、深刻な状況である。

（p. ３２）

　このような深刻な状況を文部科学省は把握して

いるのであろうか。このような状況で、教育力の

向上は望めない。教員志望の若者の数も減り、教

育力が全体で低下していくことは容易に想像がで

きる。抜本的な対策が必要である。

３）２００７年１２月２５日付の中央教育審議会教員養成部

会「教員免許更新制の運用について（報告）」で

は、「教育委員会の実施している１０年経験者研修

を始めとする現職研修や大学の授業科目等につい

ても、要件を満たせば更新講習として認定を受け

ることが可能と考えられる」という記述が記載さ

れた。一歩前進のようにみえるが「要件を満たせ

ば」の部分は当然のことのようではあるが、しか

し現在予定の制度では、この要件が大きな障害と

なり、建前上は可能であるが、実質不可能となる

可能性もある。今後のさらなる検討を期待した

い。
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